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　『会計と法』という研究テーマは『古くから現在ま
で慣習として行われてきた会計』（以下，『慣習として
の会計』という）と法律との関係を問題にするもので
ある。
　『慣習としての会計』は資産評価の原則として原価
主義を原則としており，仮に，1000万円で取得した資
産の時価が1500万円に上昇したとしても，取得原価
1000万円のままで評価することになっている。そのた
め，500万円の評価益はその資産を1500万円以上で販
売するまで利益として計上されないとになる。評価益
は販売されて貨幣同等物の裏付けがなされるまでは未
実現利益である。未実現の利益を分配可能利益から排
除するためにr慣習としての会計』は原価主義を原則
としていると考えられる。こうした会計は法律が会計
に関係する以前から存在していた。
　法律が会計に関係し始めたのは1673年のフラソス商
業条例からである。フランス商業条例はすべての小商
人にニカ年ごとの財産目録の作成を義務づけていた。
フランス商業条例は債権者保護という点において会計
に関係しており，この流れを汲む1861年のドイツ商法
典は第31条に評価規定を設けていた。この評価規定に
ある「価値」は，債権者保護という観点から売却時価
を意味すると考えられていた。しかし，『慣習として
の会計』は売却時価を評価原則として採用した経験は
なく，法律の規定に係わらず原価主義を採用してきて
いる。
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　現在，会計に関係が深い法律としては商法，証券取
引法，税法等がある。わが国の商法はドイツ商法典の
流れを汲むところから，しばしば，債権者保護の立場
に立っているといわれている。仮に，商法が債権者保
護を目的としているのであれぽ，資産評価の原則とし
ては売却時価主義を採用していてよさそうであるが，
現在の商法は原価主義を原則として採用している。こ
の点について，田中耕太郎博士は「……取得原価の慣
習において決算貸借対照表がその主要目的を損益計算
に置きながら，しかも財産表示の目的をも近似的の意
味において不完全ながら達成している……」と述べら
れている。すなわち，商法は会計の方法を商法の目的
に妥協的に用いようというのである。同じことは証券
取引法等が会計を用いる場合にもいえるであろう。法
は自らの目的には不満が残る会計を用いる場合，自己
の目的のために会計に改変を求めることできない。で
は，法は会計にどのように関係すべきであろうか。会
計と法との係わり方について研究していきたい。
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